
評 価 書 

 

１．評価対象施策 

 

公正な取引慣行の推進 

 中小事業者を取り巻く取引の公正化 

 

２．担当課室 

企業取引課、優越的地位濫用未然防止対策調査室、フリーランス取引適正化

室 

 

３．評価の実施時期 

令和６年４月～６月 

 

４．施策の実施状況（政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報） 

令和２年度から令和５年度までの各年度における施策の実施状況は別添の

とおり。 

 

５．評価の観点、政策効果の把握の手法及びその結果 

担当課室において、行政事業レビューシートを活用し、ロジックモデルを用

いて施策のアウトカム等を検証することで、主に有効性の観点から評価を実施

した（別紙の各「アクティビティ」～「長期アウトカム」欄）。 

また、担当課室において、以下のとおり、施策のボトルネックの特定とその

解消策の検討を行った（別紙の「事業所管部局による点検・改善結果」欄）。 

点

検

結

果 

【企業取引課】 

・独占禁止法Ｑ＆Ａに関し、価格交渉の場において明示的に協議を行

う必要性があることが、発注者に十分に認識されていない。 

・県庁所在地等主要な都市以外に所在する中小企業において、労務費

指針の内容や活用方法が十分に認識されていない。 

・経営トップから価格協議を担当する各部門の担当者までの事業者全

体としての取引適正化に関する方針の徹底がなされておらず、取組

の現場への浸透が困難である。 

 

【優越的地位濫用未然防止対策調査室】 

・無回答者（調査票に回答しない事業者）の中には、価格転嫁円滑化

の取組が浸透していない者が一定数存在すると考えられる。 

 



【フリーランス取引適正化室】 

  フリーランス・事業者間取引適正化等法の対象となる特定受託事

業者（いわゆるフリーランス）は、多様な分野・業種において多様

な働き方をしており、取引実態の把握が困難であり、また、個人と

して活動しているため、事業者団体等を通じた取組ではアプローチ

が困難であり、組織として事業を営む事業者とは異なる性格を持っ

ている。また、実態として、本法の存在は認識しているが内容は把

握していないというフリーランスは多い。 そのため、個人であるフ

リーランスに対する効率的・効果的なアプローチ方法は明らかでは

なく、フリーランスに対する周知広報活動や本法施行後の法執行活

動について、どのようにすれば効果的に行うことができるかが課題

である。また、違反調査業務が、下請法の調査業務と同程度の量と

なった場合でも対応できるような効率的な調査体制整備が課題で

ある（アクティビティ③及び④）。 

改

善

の

方

向

性 

【企業取引課】 

・独占禁止法Ｑ＆Ａの考え方について更なる周知を行うとともに、再

度注意喚起文書の送付を受けた発注者に対し、個別に独占禁止法Ｑ

＆Ａの考え方等を説明し改めて注意喚起を行う。 

・当委員会の職員が地域・職場を訪問し、相談に応じる出張相談会活

動について、関係各方面に広報・周知し、出張相談会の件数を増加

させることにより、全国津々浦々の中小企業に対して労務費指針の

内容や活用方法の周知徹底を図る。その際、より多くの当委員会の

職員が出張相談会に対応できるよう、非常勤職員の活用を含め業務

改善を図る。また、引き続き業界団体を通じた普及啓発も行う。 

・労務費指針において「経営トップまで上げて取組方針を決定し、そ

れを社内外に周知すること」も盛り込むことで一定の対応をしてい

るところ、労務費指針の取組状況をはじめ、取引適正化に向けた事

業者の取組を令和６年度調査でフォローアップし、当該フォローア

ップ結果を踏まえ更なる施策を検討する。 

 

【優越的地位濫用未然防止対策調査室】 

・無回答者にも当該取組を効率的・効果的に浸透させる必要があるこ

とから、無回答者のうち、取引先事業者から「取引価格が据え置か

れており事業活動への影響が大きい取引先」として多くの名前が挙

がった者（事業者名公表に係る個別調査の対象者を除く。）に対し、

価格転嫁円滑化の取組について電話で説明を行い理解を図る。 

 



【フリーランス取引適正化室】 

  上記のような特徴・特性を持つフリーランスに対する周知広報活

動として、従来から行ってきた説明会等の取組に加えて、個人であ

るフリーランスにもアプローチし得る動画による発信を積極的に

行うとともに、インターネット広告なども含めた複数の方法を組み

合わせた大規模な周知広報活動を行う。また、下請法に関する定期

調査等による情報収集手法を参考としつつ、フリーランスに係る取

引における特徴・特性を踏まえながら、令和６年度以降、効率的・

効果的な情報収集手法を検討・実施する。令和６年度において、常

勤職員だけでなく、非常勤職員が違反調査業務に貢献できるよう、

調査マニュアルの整備、研修、ＯＪＴなどを通じて、調査体制の質

の向上に努める。その上で、違反調査業務が膨大な量となることが

見込まれる場合は、関係各方面の理解を得ながら、機動的に定員要

求を行う。 

 

６．第三者の知見の活用 

政策評価・行政事業レビュー外部有識者合同会合における政策評価委員の主

な意見は以下のとおりである（別紙の「外部有識者の所見」欄）。 

【企業取引課】 

○ 具体的な周知活動をホームページで開示して、事業者等

から要請があれば説明会等をするなど、業界からのアプロ

ーチを受け入れられるように情報をオープンにしてはど

うか。 

【フリーランス取引適正化室】 

○ 他省庁だけではなく事業者とも連携して、フリーランス

に関連する法規制を周知し、公正取引委員会のホームペー

ジ上にもアクセスしてもらうといった導線を作ってはど

うか。 

池谷委員 

【企業取引課】 

○ 効率的な周知のために、業界団体を通じて普及啓発して

はどうか。 

【フリーランス取引適正化室】 

○ フリーランスが身近に感じるような具体例を盛り込ん

だり、業種ごとにパンフレット等を作成して周知するなど

してはどうか。 

多田委員 

○ アプローチ先が中小企業や個人であるため、事業に困難

をもたらしている点は理解できる。可能であれば他省庁な

中村委員 



どと連携して有効なアプローチ手段を探るのがよいので

はないか。 

特に別紙のアクティビティ③については、個人事業主に

とっては時間も貴重な資源であり、わざわざ説明会に足を

運ぶのは難しいことが予想される。例えば事業を法人とし

て登記する際や納税の準備をする機会など、何かのついで

や情報が役立ちそうな場面で周知できる方が情報も届き

やすいのではないか。 

【企業取引課】 

○ 価格転嫁について、地域によって状況は異なるのか、ま

た、地域差がある場合、深刻な地域には重点的に価格転嫁

の取組を行うのか。 

（地域や産業等によって価格転嫁状況に差があり、労務費割

合の高い産業等には労務費の転嫁を進めるなど重点化して

いきたい旨回答した。） 

【フリーランス取引適正化室】 

○ 事業全体のロードマップなどを用いて関係者で意識を

共有化できるようにしてはどうか。 

南島委員 

 

７．政策評価の結果 

本施策は、中小事業者等に係る取引の公正化を推進する上で有効な取組であ

ったと評価できる。今後、前記５の「改善の方向性」に記載した取組を行うこ

とで施策の更なる改善を図る。 

  



別紙



































































 

【企業取引課】 

・「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」に関

する公正取引委員会の取組 

 URL：https://www.jftc.go.jp/partnership_package/index.html 

 

【フリーランス取引適正化室】 

・フリーランスの取引適正化に向けた公正取引委員会の取組 

URL：https://www.jftc.go.jp/fllaw_limited.html 

 

・公正取引委員会YouTube公式チャンネル 

URL：https://www.youtube.com/c/JFTCchannel/ 

 

 

 

別添 


